










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５） social surveyは，social researchと区別するた
め，「社会踏査」と訳される場合がある。なお，
両者（social surveyとsocial research）の目的，
対象，方法論上の相違については，ここでは言
及しない。前者に軸足をおいた文献としては篭
山・江口（1974），石川・橋本・浜谷（1994）
を，後者に軸足をおいた文献としては安田
（1960/80），宝月・中道・田中・中野（1989）を
挙げておきたい。
６） ここでは，中鉢（1956/95），篭山・大河内
（1960/75），藤本（1960/77），多田（1965/79），
西田（1970），中鉢（1971），津田（1972），中鉢
（1975），江口・西岡・加藤（1979），中川
（1985），寺出（1994），中川（2000）などの研究
を参照した。
７） 北原（1995）によると，権力は貧民たちが食
糧危機を契機に町中から流亡して飢人・袖乞化
することを阻止し，他方で施行者を調査し褒賞
を与えるという政策をとった。また，危機以前
からいた袖乞（乞食）や非人（飢人）は救助対
象から排除するという厳しい政策（仕法）をと
った。しかし，三都（大坂，京師，江戸）にお
ける幕府の救助活動・救済対象の把握にあた
り，人別改帳が使用されたという事実は，少な
くとも「享保飢饉」に関する限り，なかったよ
うである（享保の危急時には，町奉行所による
飢人，非人，餓死寸前者の緊急調査がおこなわ
れた）。
権力（国家）の本質は一般に「冷酷」である
ということは，現代においても何ら変わらない
ことを，ごく最近われわれは痛切に実感・確認
させられた。例えば，1995年１月におきた阪神
淡路大震災の際，権力主体である日本国は，猛
火と瓦礫につつまれた被災者たち（６,400人）
を，有効な手だてを講じえないまま，放置し
「見守った」のである。首相の見舞い（視察）は
避難所・体育館でも見られたが，そこにはただ
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クールな空気が流れたにすぎなかった。
８） 本文書の整理と目録作成の経過については，
鈴木（2004）の「解説」を参照してほしい。
９） 但し，この「調べ」には，social surveyにお
いて不可欠の項目，すなわち家政書上げ（家計
調査）は含まれなかった。藩（国家）がなぜこ
の点に注目しなかったのか，理由は今のところ
明らかではない。尤も，日本国がみずから家計
調査を実施するのは1946年７月の「消費者価格
調査」以降であり，また国民の生存権を認めた
のは同年11月，生活困窮者の最低生活（費）を
保障したのは，敗戦後10年経った1950年５月で
ある点も考慮すべきである。
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